
貸借対照表
2025年 3月31日

（単位　円）

資産の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減
固定資産 ( 6,953,053,882 ) ( 7,157,135,458 ) ( △              204,081,576 )

有形固定資産 < 5,910,900,550 > < 5,562,617,527 > < 348,283,023 >
土地 790,335,691 790,335,691 0
建物 4,536,442,769 3,402,639,705 1,133,803,064
構築物 266,016,323 279,009,645 △              12,993,322
教育研究用機器備品 167,101,297 191,706,689 △              24,605,392
管理用機器備品 42,237,557 13,729,774 28,507,783
図書 108,626,127 108,126,142 499,985
車両 140,786 140,786 0
建設仮勘定 0 776,929,095 △              776,929,095

特定資産 < 1,030,667,766 > < 1,583,025,621 > < △              552,357,855 >
第２号基本金引当特定資産 302,326,000 602,326,000 △              300,000,000
第３号基本金引当特定資産 200,000,000 200,000,000 0
退職給与引当特定資産 507,755,002 525,755,002 △              18,000,000
減価償却引当特定資産 15,925,617 125,925,617 △              110,000,000
施設設備引当特定資産 4,661,147 129,019,002 △              124,357,855

その他の固定資産 < 11,485,566 > < 11,492,310 > < △              6,744 >
電話加入権 1,029,238 1,029,238 0
施設利用権 400,728 407,472 △              6,744
有価証券 10,055,600 10,055,600 0

流動資産 ( 479,058,114 ) ( 583,659,125 ) ( △              104,601,011 )
現金預金 256,247,576 259,184,562 △              2,936,986
未収入金 116,410,113 220,810,476 △              104,400,363
立替金 2,140,941 25,895,087 △              23,754,146
修学旅行費預り資産 104,201,404 77,758,000 26,443,404
前払金 58,080 11,000 47,080

資産の部合計 7,432,111,996 7,740,794,583 △              308,682,587



（単位　円）

負債の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減
固定負債 ( 1,218,614,917 ) ( 1,238,301,196 ) ( △              19,686,279 )

長期借入金 700,000,000 700,000,000 0
長期未払金 5,358,320 6,691,520 △              1,333,200
退職給与引当金 507,256,597 525,609,676 △              18,353,079
預り敷金 6,000,000 6,000,000 0

流動負債 ( 1,138,883,245 ) ( 956,108,217 ) ( 182,775,028 )
短期借入金 660,000,000 250,000,000 410,000,000
未払金 210,557,559 455,654,170 △              245,096,611
前受金 146,768,972 150,010,572 △              3,241,600
預り金 17,351,414 22,683,527 △              5,332,113
生徒諸費預り金 3,896 1,948 1,948
修学旅行費預り金 104,201,404 77,758,000 26,443,404

負債の部合計 2,357,498,162 2,194,409,413 163,088,749

純資産の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減
基本金 ( 8,743,177,718 ) ( 9,802,323,649 ) ( △              1,059,145,931 )

第１号基本金 8,371,177,718 8,272,325,649 98,852,069
第２号基本金 0 1,194,998,000 △              1,194,998,000
第３号基本金 200,000,000 200,000,000 0
第４号基本金 172,000,000 135,000,000 37,000,000

繰越収支差額 ( △              3,668,563,884 ) ( △              4,255,938,479 ) ( 587,374,595 )
翌年度繰越収支差額 △              3,668,563,884 △              4,255,938,479 587,374,595

純資産の部合計 5,074,613,834 5,546,385,170 △              471,771,336
負債及び純資産の部合計 7,432,111,996 7,740,794,583 △              308,682,587



(注記）
1.重要な会計方針
　（1）引当金の計上基準
　　徴収不能引当金
　　　・・・未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額を計上している。
　　退職給与引当金　
　　　・・・退職金の支給に備えるため、期末要支給額　1,397,512,013円を基にして、愛知県私学退職　　
　　　　　基金財団給付金相当額を控除した金額の100％を計上している。
　（2）その他の重要な会計方針
　　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　・・・移動平均法に基づく原価法である。
　　預り金その他の経過項目に係る収支の表示方法
　　　・・・預り金に係る収入と支出は相殺表示している。

2.重要な会計方針の変更等　　　　該当なし

3.減価償却額の累計額の合計額　　　　　　　　　3,591,711,956円

4.徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円

5.担保に供されている資産の種類及び額　　　　　　該当なし

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　　　1,069,600,831円

7.当該年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨の対策
　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
（1）有価証券の時価情報
①総括表 (単位　円）

当年度（２０２５年３月３１日）
貸借対照表計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 0 0 0
（うち満期保有目的の債券） 0 0 0
時価が貸借対照表計上額を超えないもの 392,137,065 374,870,550 -17,266,515
（うち満期保有目的の債券） 392,137,065 374,870,550 -17,266,515

合　　　計 392,137,065 374,870,550 -17,266,515
（うち満期保有目的の債券） 392,137,065 374,870,550 -17,266,515
時価のない有価証券 10,055,600

有価証券合計 402,192,665

②明細表 (単位　円）
当年度（２０２５年３月３１日）

貸借対照表計上額 時価 差額
債券 302,326,000 296,240,550 -6,085,450
株式 - - -
投資信託 89,811,065 78,630,000 -11,181,065
貸付信託 - - -
その他 - - -

合計 392,137,065 374,870,550 -17,266,515
時価のない有価証券 10,055,600

有価証券合計 402,192,665

　（2）学校法人の出資による会社に係る事項
　　当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。
　①名称及び事業内容　株式会社　滝教育研究所　　学校教育支援機関
　②資本金又は出資金の額　　　　　　　　　　　　　　　　10,000,000円
　③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日
　　　　2016年　9月　26日　　　10,000,000円
　　　　出資金額に占める割合　　　　　　100％
　④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額
　　　　当該会社からの受入額　　施設設備利用料　　2,673,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他の雑収入　 14,400,000円
　　　　当該会社への支払額　　　委託手数料　　　　　3,441,500円
　⑤当該会社の債務に係る保証債務　　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。
　　　　
　（3）所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは
　　　　次のとおりである。
　　　　　　2009年4月1日以降に開始したリース取引
　　　　　　リース物件の種類　　　　リース料総額　　　　　未経過リース料期末残高
　　　   管理用機器備品　　 1,046,100円　　　　　　　　746,460円


